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Ⅰ　はじめに
　地域の生活は，自然と人間との共生によって成立する。両者の共生は，多くの場合，当該
地の自然環境に居住者が適応する形で強化される。農作物の栽培や家屋の形状など，平常時
における地域の生活は，人間が自然環境を受け入れ，そこからの恵みを得るための順応過程
にほかならない。一方，自然災害は人間が順応しきれない自然の働きであり，両者は対抗的
な関係にあるものとして論じられる。人間は，古代においては両者の関係を呪術や信仰で調
整できるものと考え，近代においてはそれを科学技術によって克服してきたと言える。
　基本的に，自然と人間とのこのような共生関係は地域内において完結する。地域学的な観
点から見れば，両者の関係によって形成されてきた空間や事物が地域と定義されるだろう。
しかし，交通や情報のネットワークの発達に伴い，地域は相互依存的に結合しあうようになっ
た。このいわば地域同士の共生関係を維持・発展させることは，自地域の不足部分を補い，
持続的な成長に結びつけるという考えによって，今日では多くの地域が積極的に他地域との
関係を深めようとしている。行政的な地域である自治体もその例外ではない。特に，常住人
口の減少や高齢化によって自立的な成長が危ぶまれている地方の市町村では，他市町村との
関係強化を主要な政策課題として掲げ，交流人口増による再活性化を企画している。同時に，
災害時においては，相互に協力し合って救援活動にあたる協定を締結している自治体も多
い。
　相互の交流人口増を目的とする平常時の活動に比べると，災害時の救援はめったに起こら
ない緊急時の活動であり，事前になんらかの関係が成立していることが前提となる。もちろ
ん，災害を念頭に置いた交流事業は存在しないが，2011年３月11日に生じた東日本大震災で
は，地震とはまったく関係ない交流事業で関係を深めていた自治体同士が連携しあい，非被
災自治体からの救援隊が被災自治体に派遣された。同震災は未曾有の広域災害であり，短期
間に連続して発生するものではないが，今回の震災で観察された各自治体の自発的な行為
は，被災地に対する迅速な支援に結びついたことは明らかであり，今後の防災計画にも大き
な影響を及ぼすと考えられる。
　そこで，本研究では，仙山交流圏を構成する山形県側自治体がその交流事業を基礎に行っ
た救援活動の経緯を整理することによって，平常時の交流事業が緊急時の救援活動に果たし
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た役割を明らかにし，より効果的で即時性の高い救援活動を行うための指針を提案すること
を目的とする。以下では，まず，仙山交流圏内の自治体活動を概観し，自治体による救援活
動の役割を指摘する。次に，圏域内の自治体で最も積極的な救援活動を行った上山市の事例
を挙げ，活動の具体的な内容とそこで生じた問題点を明らかにする。最後に，今回の震災か
ら得られた教訓を今後の防災計画に活かす方策を提案する。
Ⅱ　仙山交流と救援活動との関係
１．仙山交流の特徴
　仙山交流圏は，宮城県仙台地方振興事務所と山形県村山総合支庁とが企画した仙山交流事
業に参加する宮城県内14市町村，山形県内14市町によって構成されている（図１）。交流事
業は2002年から開催されている「仙台・やまがた交流連携促進会議」で検討され，人，産業，
情報の交流が進められている。同会議では，宮城県内14市町村を仙台地域，山形県内14市町
を村山地域と呼んでいるため，本研究においても以下その呼称を使用する。
　仙台地域14市町村と村山地域14市町とを比較してみると，仙台市を中核とする仙台地域の
人口はおよそ149万人であるのに対し，山形市を中核とする村山地域の人口は56万人にすぎ
ず，人口規模において圧倒的な格差があることが分かる（表１，表２）。中心地性の高さを
表す指標に卸売業年間商品販売額を採用し，各市町村の交流圏全体に占める割合を見ても，
仙台市（82.5％）の卓越は絶対的であり，山形市（9.4％）はそれに対抗できるほどの中心地
性を有していない。ただし，人口１人当たりの小売業商品販売額が示すように，一般の商業
機能については，仙台市，山形市は共に仙台地域，村山地域の中核として機能しており，両
市間の格差は認められない。一方，農業産出額に関しては，両地域の地位は逆転し，村山地
域が高い優位性（70.8％）を示す。なお，表には示していないが，海の無い村山地域に対して，
仙台地域は海に面した市町が多く，漁業生産では村山地域を大きく上回ることが推測され
る。
　統計数値の分析からも明らかなように，仙台地域と村山地域の交流は，都市的活動の相互
交流というよりは，仙台市の都市的魅力と村山地域の農村的魅力を互いに享受し合うような
余暇活動の提案か，若しくは，臨海部の環境と林間部の環境がそれぞれに生み出す物産の交
換や文化の紹介によって成立すると考えられる。
　仙台地方振興事務所と村山総合支庁が実際に企画した事業を見ても，例えば，2002～2004
年度に実施された「親子ふれあい体験バスツアー」は，親子を対象にして臨海部と山間部の
環境に対する相互理解を目的とするものであり，その後，宮城県の七ヶ浜町と山形県の朝日
町との交流事業に発展し現在に至っている。また，2003年度から開催されている仙山交流味
祭は両地域の物産交流であり，仙台市勾当台公園と山形駅西口で毎年開催され，民間団体と
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の共催事業にまで発展している。このほかにも，両県が企画した交流事業が市町村間の交流
事業に発展するケースは多く，その連続性・発展性のある企画力は高く評価される。なお，
村山総合支庁は，2005年より山形大学人文学部と共同で「山形・仙台圏交流研究会」を立ち
上げ，交流活動による地域への経済的・社会的効果を調査・分析する官学連携事業も展開し
ている。
　それぞれの地域の市町村で独自に展開している交流事業も含めると，2011年までに仙山交
流圏内で交流のあった市町村は，仙台地域８市町（仙台市，塩竈市，名取市，多賀城市，岩
沼市，亘理町，七ヶ浜町，大和町），村山地域８市町（寒河江市，上山市，村山市，天童市，
尾花沢市，西川町，朝日町，大江町）であり，いずれも一対一の交流事業である（図２）。
ただし，仙台市で行われているのは市内の町内会や住宅団地が行う交流であり，市単位での
交流事業は進められていない。また，山形市も仙台地域内の市町村と交流関係は無い。両地
域の中核となるべき両市の消極的な態度は，両地域の交流に少なからぬ影響を及ぼしている
と思われる。
　８市町間で行われた交流事業は11事業あり，そのうちの３事業（寒河江市⇔亘理町，村山
市⇔塩竈市，朝日町⇔七ヶ浜町）は宮城山形両県の交流連携事業から派生し，さらに３事業
は姉妹都市協定（上山市⇔名取市），交流協定（天童市⇔多賀城市），友好都市協定（尾花沢
市⇔岩沼市）のもとで実施されている。交流事業で行われる最も多いイベントは物産販売（７
イベント）であり，次いで祭（５イベント），体験（４イベント）となっている。いずれも，
自然環境やそれに基づく食や文化の地域差を交換し合うように企画されているが，どうして
も直接的な商業活動に偏重する傾向になってきていることを指摘せざるをえない。
２．村山地域における自治体の救援活動
　東日本大震災前に仙山交流圏内の市町村で締結されていた災害時における相互支援等の協
定（以下，相互支援協定と呼ぶ）は５つある。これらのうち，山形市と仙台市との相互支援
関係は2006年に締結された「東北地区六都市災害時相互応援に関する協定」に基づくもので
あり，交流事業との直接的な関係はない。一方，残りの４協定は交流事業を契機に締結され
ており，交流事業による物質的，精神的な関係の強化が支援協定の締結に結びつくことを示
している（図３）。尾花沢市と岩沼市との相互支援協定以外は，2000年代後半に締結されて
おり，相互支援協定を締結していない他の市町村も，協定締結のための準備段階のまま大震
災に見舞われたと考えられる。
　東日本大震災後に村山総合支庁が行った調査によれば，村山地域14市町のうち，仙台地域
の市町村に救援活動を行ったのは山辺町，中山町，河北町，大石田町を除く10市町であり，
山辺町は災害時の支援協定を締結していた茨城県日立市への救援活動を行った（図４）。従
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前に仙台地域の市町と交流関係にあった上記８市町は，いずれも交流先の市町村に救援隊を
派遣している。相互支援協定を締結していた市町はもちろんであろうが，同協定を締結して
いなくとも平常時において交流を深めていた自治体は道義的な心情から抵抗無く相手先の自
治体に救援隊を派遣したと思われる。緊急時における即時的な救援活動に必要なのはこの「道
義的な心情」であり，協定書はやらなければならない作業が明文化されている作業書として
機能する。
　交流事業は，自然，歴史，教育，スポーツ，文化に共通点を持つ自治体が一対一の関係で
結びつき，物産展や祭への相互参加，子供の体験学習，スポーツ親善，民謡交流等を通して
人的ネットワークを確立し，育んでいくものである。「会ったことがある人」，「行ったこと
がある場所」に対する救援活動だったことが，自宅でも連絡を取り続けた職員の熱意や個人
が自主的に支援物資を集める行為を生んだと思われる。
　反面，インフォーマルな関係から進められることの多い交流事業は，その詳細を上位自治
体が把握しにくくなるため，広域的な支援体制を確立しなければないような大災害の発生時
においては，同体制に基づく救援隊の派遣要請と下位自治体内で進行する救援活動とがうま
く整合しない場合もあるといった問題点も指摘できる。
　従前に交流関係を確立していなかった自治体は，山形市をはじめとして複数の自治体に救
援隊を派遣した。これは均質的な支援を目指したものと思われるが，情報が錯綜する現地で
は救援活動の配分が難しく，総体的なルールの欠如が問題になった。しかし，事前にあらゆ
るケースを想定したルールを策定しておくことは現実的に不可能であろう。ただし，これは
特に山形市を非難するものではない。同市は，山形県の首位都市として仙山交流圏に限定し
ない均質な救援活動を行わなければならず，その主導的な役割が期待されていた。同市で進
める交流事業が見られないのも，地区内コミュニティ規模で行うことで効果を発揮する交流
事業を25万人規模の山形市で行うことに無理があったためにほかならない。仙台市の交流事
業が住宅団地や町内会単位で行われていたのもそのためであろう。影響力が広域に渡る中規
模以上の都市においては，親地性に基づく集中型の救援活動は，救援ポイントを限定しづら
いことから事実上不可能と考えざるをない。換言すれば，人口10万人未満の小規模都市であ
るからこそ，平常時の交流活動を活かした集中型の即時的救援活動が可能であると言うこと
ができる。
　救援活動の具体的な内容を村山総合支庁の調査からまとめると，救援物資の提供（９市
町），職員派遣（８市町），炊き出し支援（６市町），ボランティア派遣（４市町），遺体の受
け入れ（１市），廃棄物の回収（１市），給水車の出動（１市）となっており，ほとんどの救
援活動が輸送，運搬作業であることが分かる１）。そのため，救援活動を開始するためには，
輸送手段や燃料の確保，輸送量，輸送時期，輸送ルートの選定，中継点，配分場所，配分量
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の決定が必要になる。仙台地域と村山地域を直接結ぶ主要道は，北から国道347号線，国道
48号線，山形自動車道，国道113号線の４路線が存在するが，救援隊の多くは山形自動車道
を使って県境を越え，村田ジャンクションから東北自動車道を北上し，仙台南部道路で海岸
部に出るルートを採用した（図５）。救援隊が物質・人員の輸送ルートに高速道路を使用し
たのは，緊急車両として高速道路の利用が許可されていたためである。
　震災発生当初は被災地との連絡がつきにくく，被災地に至るまでの安全性は先行した他自
治体からの情報に頼るしかなかった。また，現地での救援活動は個々の救援隊の判断に任さ
れることが多かった。救援活動で得られた情報は他の自治体からの情報とともに役場で集約
され，それが被災地での重要な情報源になった。記録には残されていないが，混乱の続く被
災地に整理された情報を伝えたことは，救援隊が果たした大きな役割の一つであったと考え
られる。
Ⅲ　上山市の事例
　村山地域の自治体の中で最も積極的に救援活動を行なった上山市を取り挙げ，交流事業と
救援活動との具体的な関係を見てみたい。
　３月11日の震災発生時，上山市においても強い揺れを感じ（震度５），同日15時に災害対
策連絡本部が設置された２）（表３）。幸いにも市内の被害は軽微なもので済んだが，自主避難
所に設定された上山市体育文化センターには，停電と寒さのため最大５人の自主避難者が宿
泊した。また，山形県は岩手県との広域職員派遣事業に基づき，県内市町村に対して岩手県
への職員派遣を要請し，上山市も地震発生当日の20時には緊急消防援助隊の第１陣（職員５
名）を出発させ，それに対応した。13日には市内における被災状況の詳細が明らかになり，
自主避難者の帰宅を待って自主避難所は閉鎖された。その後，体育文化センターは市外から
の避難者受入施設に指定され，14日に上山市名取市救援対策本部が設置されて救援活動が本
格化した。ただし，名取市に対する集中的な救援活動は12日に決定され，13日には名取市に
職員２名と共に給水車が派遣されていた。
　上山市と名取市は，子供を対象にした「海の子・山の子交歓会」を契機に，1981年，姉妹
都市協定を締結した。ただし，災害時における両市の相互支援協定に関しては準備段階にあ
り，締結には至っていない。姉妹都市協定の締結後，両市の職員や市議会議員は，毎年，親
睦会を通じて親交を深めていた。支援協定が未締結であるにも関わらず，上山市が名取市へ
の集中的大規模支援を決定したのも，両市の市長が共に議会出身者であり，議員時代の親睦
会で毎年顔をあわせ，顔馴染みであったことが大きく作用したと考えられる３）。また，職員
間においても，事業で知り合った者同士が個人的に互いに連絡を取り合い，現地の情報や救
援活動の状況に関する情報をやり取りした。
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　上山市の救援隊が使用した輸送ルートは，国道13号線から山形自動車道に入り，村田ジャ
ンクションから東北自動車道を北上して仙台南インターチェンジで高速道を降り，国道286
号線から名取市のゆりが丘団地，みどり台団地，那智が丘団地に通じる一般道を通って名取
市役所に至るというルートであった（図６）。これは交流事業の際に使用していた名取市ま
での最短ルートであり，燃料と時間の節約に加え，海岸部を通らないことで輸送の安全性を
確保する目的があった。現地の地形を知り，使い慣れた道を使用することができたのも平常
時における交流事業が果たした役割の一つとして挙げることができる。
　名取市に対する職員派遣は３月13日から６月４日までの84日間行われ，その内訳は，避難
所の管理・運営（延べ241人），窓口支援（延べ131人）４），応急給水（延べ78人），漏水調査（延
べ23人）であり，総動員数は延べ473人に達した（表４）。上山市の2010年時点における一般
行政職の職員数は208名であることを考えると，この職員派遣が極めて大規模なものであっ
たことが分かる。同市は庁内の業務を外せない課長職以上の職員を除く全男性職員を派遣し
た。名取市の救援が至上命題であったことはもちろんであるが，救援活動を通して，災害時
の行政業務を実体験させる目的もあり，上山市における長期的な防災計画を見据えた英断で
あった５）。
　避難所の管理・運営に携わった職員は，避難所の調査も行っており，救援物資の過不足や
避難所内での自治組織の有無等を帰還後に救援対策本部に報告している。併せて，名取市の
指導を乱さない範囲で，避難者に自治組織のまとめ方を指導した。避難所に自治組織がある
と，救援物資の分配や情報伝達に関わる人員を大幅に削減することができるためである。さ
らに注目すべきは，救援活動の後半になると，彼らは避難所を中継点として周囲の情報収集
を行い，それをもとに余剰物資の再分配やハンドクリーム，濡れテッシュ等，個々の避難者
に聞かなければ分からないような物資の要請・充填を行った。このような活動は市境を越
え，多賀城市，仙台市，岩沼市への物資移送にまで発展した（図７）。
　民間業者との共同による救援活動では，上山市の配管業者14社から成る上山市管工事組合
が管路復旧，給水切替，漏水調査を行い，建設業者11社から成る上山建設クラブが瓦礫撤去
を行った。とくに，瓦礫の撤去作業は，名取市閖上地区のおよそ10ha におよぶ範囲で行われ，
４月５日から６月17日までの54日間（実動日数），延べ1,667人が従事した。また，上山医師
会は看護師の派遣を６日間行った。
　市民に関しても，姉妹都市での交流やそれに基づくスポーツの親善試合等によって，名取
市を身近に感じており，市の大規模援助に反対する声はまったく挙っていない。同市では３
月14日から義援金の受け付けを開始したが，８月19日時点での義援金額は，日本赤十字社へ
の義援金がおよそ３百万円であったのに対し，名取市への義援金はおよそ37百万円にのぼり，
名取市への関心の高さを物語っている６）。市民ボランティアは，市が NPO 団体と協力して
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企画した名取市での炊き出し支援よりも（３月15日～25日），避難所となった体育文化セン
ターでの受け入れ業務に多くが携わった（３月19日～４月24日，延べ540人）。
Ⅳ　今後の課題
　災害発生時の救援活動には迅速な行動が必要あることは言うまでもない。ただし，それは
正確な情報に基づく的確な行動であることが前提であり，現地に到達するまでの行程を含め
た二次災害の危険回避が問題となる。上山市やその他の市町村に対する聞き取りで，担当者
が指摘した初動段階における最も大きな問題は，災害発生時における電話回線の遮断であっ
た。村山地域の市町村の多くは衛星回線を引いているが，同回線を利用できる通信機器は限
られており，必要十分な台数が用意されているわけではなかった。本研究は，地域の理解や
人的ネットワークの形成といったソフト面の重要性を説くものであるが，それらを災害救助
活動に確実に反映させていくためには，ハード面の整備，充実が不可欠であることは言うま
でもない。
１．救援活動の初動段階に関わる課題
　自治体のサービスはその住民のためにあるのが原則であり，自治体はまず自治体内での被
害，避難状況を正確に把握し，住民の安全を最優先で確保しなければならない。広域にわた
る大災害が発生した場合，甚大な被害を蒙った自治体に対する即時的な救援活動は，周辺の
自治体にまかされることになるが，それはそれぞれの自治体内における住民の安全が確保さ
れた後になるため，ある程度のタイムラグが生じることは否めない。
　上山市では名取市への救援を震災翌日の３月12日に決定し，14日には名取市への救援対策
本部を立ち上げ，本格的な救援活動を開始した。つまり，上山市では市内での安全確保に震
災発生当日を含め３日かかったことになる。上山市は，市内の被害が比較的軽微であったこ
ともあり，市民の安全確保と併行して名取市への救援活動を進められたことが，名取市救援
対策本部の早期設置を可能にしたと考えられる。すべての自治体に共通して指摘できる初動
段階における課題は，この災害発生から救援隊出動までのタイムラグを短縮する方策の検討
である。具体的には，①自治体内における状況把握と被災者の避難場所への効率的な誘導，
②救援先の決定と移動ルートの選定および的確な情報収集，である。
　交流事業は上記②に対して効果的に作用する。事業を通して形成される人間関係は，緊急
時の素早い決断につながり，通信網が分断された厳しい状況の中でなんとかして情報を収集
しようとする自主的な行動を生み出すからである。また，被災地側から見ても，救援活動の
進行状況を顔馴染みの知人から知らされることによって活動開始までのタイムラグを受け入
れる精神的なゆとりが生まれるであろう。人間関係を重視する交流事業の企画・継続が，結
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果的に救援活動の初動時間を短縮することになると言える。
　上山市の例が示すように，今回の震災では30年間続いている交流事業が救援先の早期決定
や派遣職員の熱意に反映された。しかし，交流人口の増加が，常住人口の減少による地域内
経済の低迷を補うといった観点から進められる昨今の交流事業では，効率性や収益性が重視
され，地域理解や人的ネットワークの形成を図るイベントが縮小される傾向にある。災害救
援のための交流事業となってしまっては本末転倒であるが，短期的な経済収益を優先するイ
ベントが林立する交流事業の中で，人間関係の充実を目的とする地道な活動をいかに継続さ
せていくかといった課題への対応が求められる。上山市と名取市との親睦会は，2005年以降，
財政的な問題から隔年の開催に変更されたが，残念なことである。
２．救援活動の規模や期間に関わる課題
　自治体が行う救援活動では，事前に備蓄されていた食料や水が救援物資として現地に届け
られ，物資の管理や住民の誘導に慣れている職員が派遣される。そのため，自治体による救
援活動は，即時的な対応が可能であり，当初から統制された無駄の無いサービスを提供でき
る。しかし，自治体の所有する車両や備蓄物質には限りがあり，派遣された職員は本来の業
務を抱えているので，その活動に持続性や規模の拡大を期待することはできない。
　一方，民間団体や個人の支援活動は，即時性や効率性にはやや欠けるものの，災害発生か
ら日を追うごとに規模が拡大し，長期間にわたって継続される。自治体の被災地に対する直
接的な救援活動は，民間の支援活動が本格化するまでの短期的なものと考えるべきであり，
活動内容は徐々に民間団体や個人の支援活動に対する間接的な補助にシフトされなければな
らない（図８）。この点に関する課題として挙げられるのは，自治体が組織して行う救援活
動から民間団体や個人が自主的に行う支援活動へ移行するタイミングとその誘導方法であ
る。
　被災地に対する直接的な救援活動は，財政的にも労力的にも自治体に多大な負担を強い
る。負担を軽減するためには，救援活動をできるだけ短期間で終えなければならないが，交
流事業で育まれた人間関係を基礎に「道義的心情」から進められる救援活動に終わりはない。
今回の震災においても，被災地からの申し出によって活動を終了するケースがほとんどで
あった。「どれだけの支援をいつまで行うのか」を事前に決めておくことはできないが，こ
の点を念頭に置いた長期的な救援計画を作ることで，それぞれの救援活動に区切りをつける
ことができるようになる。
　財政や労力の問題から救援活動を行わないとする自治体は存在しない。同様に，「道義的
心情」から進められる救援活動を否定する個人もいないだろう。主体の異なる救援活動を順
次シフトさせていくためには，救援活動を消極的に捉えるのではなく，「道義的心情」を役場，
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事業所，個人で共有し，それぞれの活動を連続させて１つの救援活動とする考え方が必要で
ある。交流事業は，役場，事業所，個人が協力して行うものであり，その意味で「道義的心
情」を共有するのに最も適した活動であるといえる。小規模な自治体ほど集中的な救援活動
が有効であるのもこのためである。
　山形県の要請によって派遣された緊急消防援助隊も，都道府県間の関係から行われた重要
な救援活動であったし，その現地での積極的な活動は被災地の救援に大きく貢献したため高
く評価されている。しかし，救援先が決まっている市町村にとっては，救援隊を派遣する理
由や派遣場所が異なる緊急消防援助隊の派遣は，「道義的心情」を共有しにくくなる一因に
なったとも考えられる。どちらか一方が不要だと言うわけではないが，先に述べた下位自治
体の交流事業を上位自治体が把握しにくいといった実状も踏まえ，今後は，県も県内市町村
の行動に対応する派遣要請を行えるような仕組みを考案していくことが望まれる。
３．救援活動後に生じる課題
　災害発生当初は人命が最優先され，経済的負荷を議論する余裕はないが，救援活動には必
ず経費が発生し，それが中長期的に自治体の財政を圧迫することは必至である。この問題を
解消するために，災害救助法に基づく自治体間の求償制度が存在するが，そこにいくつかの
課題を指摘することができる。
　自治体間の求償制度を簡単に説明すると次のようになる（図９）。①市町村の救援活動で
生じた経費に関する求償書類は所属する県が一旦集約し，それを国に提出する。②国は各県
から提出された書類をとりまとめ，それを被災県へ送付する。③被災県は自県の求償分も含
めて国に災害救助費の交付申請を行う。④災害救助費が国庫から被災県に交付される。⑤被
災県から救援活動をおこなった県に経費が支払われ，それが市町村に分配される。このよう
に求償の過程は複雑である上に，あらかじめ支出として認められる項目が決まっている７）。
災害救助費の弾力的運用に関する議論によって，求償対象になる項目も拡大される傾向にあ
るが，それらが認められるかどうかは支払額が決定されるまで分からない。
　結果的に救援活動にかかった経費の全額が支払われることにはならず，一部はそれぞれの
自治体からの持ち出しになると言われており，経済的負荷がまったくかからないということ
にはならない。そのため，今後は多くの自治体で大規模災害時の救援活動を想定した基金の
設置・充実が検討されることになろう。住民がその必要性を認識し，平常時における継続的
負担を受け入れるためにも，ほとんど関わりが無い自治体ではなく，交流活動を通してつな
がりのある自治体に救援活動を行うことが想定されている方が事態を受け入れやすいといっ
た間接的な効果があるものと思われる。
　自治体間の交流事業が災害救援活動に果たす役割は，相手先の自治体に対する親近感が，
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精神面，経済面の両面から救援活動を円滑化するという点に集約される。上に挙げた課題は，
一朝一夕に対応できるものではないが，交流事業がもたらす他自治体へ親近感をより効果的
に活用することで解決への糸口を見つけられるものと確信する。なお，物資の中継点や想定
される輸送ルート上にある自治体を含めた複数自治体間での救援活動を交流事業にも反映さ
せるといった提案も生じるであろうが，情報提供の責任や費用負担の問題が複雑になりすぎ
るため，現状において実現は難しい。当面は，一対一の交流事業を前提にして，短期集中型
の救援活動が持つ即時性の向上を目指すべきである。
Ⅴ　おわりに
　東日本大震災では，地震とはまったく関係ない交流事業で関係を深めていた自治体同士が
連携しあい，非被災自治体からの救援隊が被災自治体に派遣された。各自治体のこのような
自発的行為は，被災地に対する迅速な支援に結びついたことは明らかであり，今後の防災計
画にも大きな影響を及ぼすと考えられる。本研究では，より効果的で即時性の高い救援活動
を行うための指針を提案することを目的とし，仙山交流圏を構成する山形県側自治体がその
交流事業を基礎に行った救援活動の経緯を整理することによって，平常時の交流事業が緊急
時の救援活動に果たした役割を具体的に明らかにした。分析の結果は以下のように要約され
る。
　仙山交流圏における仙台市の卓越は絶対的であり，山形市はそれに対抗できるほどの中心
地性を有していない。仙台地域と村山地域の交流は，都市的活動の相互交流というよりは，
仙台市の都市的魅力と村山地域の農村的魅力を互いに享受し合うような余暇活動の提案か，
若しくは，臨海部の環境と林間部の環境がそれぞれに生み出す物産の交換や文化の紹介に
よって成立すると考えられる。
　東日本大震災後，仙山交流圏で交流事業を展開していた山形県側の８市町は，いずれも交
流事業の相手先市町村に救援隊を派遣した。一方，従前に交流関係を確立していなかった自
治体は，山形市をはじめとして複数の自治体に救援隊を派遣した。これは均質的な支援を目
指したものと思われるが，情報が錯綜する現地では救援活動の配分が難しく，総体的なルー
ルの欠如が問題になった。しかし，山形市のように影響力が広域にわたる中規模以上の都市
においては，広域的な救援活動が期待されており，限定的な救援活動はできなかったと考え
られる。このような都市では，地区内コミュニティ規模で人的ネットワークが形成される親
密な交流事業を市全体で進めることは難しい。換言すれば，人口10万人未満の小規模都市で
あるからこそ，平常時の交流活動を活かした集中型の即時的救援活動が可能であったと言う
ことができる。
　村山地域の自治体の中で最も積極的に救援活動を行なった上山市は，1981年に宮城県名取
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市と姉妹都市協定を締結し交流深めていたが，2011年３月の時点では災害時の相互支援協定
は締結されていなかった。しかし，自市内の被害が比較的軽微だったこともあり，震災翌日
の３月12日には救援先を名取市に決定し，14日には名取市に対する救援対策本部を設置して，
本格的な救援活動を開始した。名取市に対する集中的な救援活動の決定には，交流事業の一
つとして進められた議員交流において議員出身同士の両市市長が顔馴染みになっていたこと
や，事業を通じて個人的な親交を深めていた職員が多く存在していたことが大きく影響し
た。上山市の代表的な救援活動は，大規模な職員派遣と民間事業者と共同で行った水道復旧
作業及び瓦礫撤去作業であった。派遣された職員への負荷は相当なものであったことは容易
に想像できるが，避難所の管理・運営に携わった職員は，指示された業務以外に避難所の調
査を行い，救援物資の過不足や避難所内での自治組織の有無等を救援対策本部に報告した。
併せて，名取市の指導を乱さない範囲で，避難者に自治組織のまとめ方を指導した。避難所
に自治組織があると，救援物資の分配や情報伝達に関わる人員を大幅に削減することができ
るためである。さらに，彼らは避難所を中継点として周囲の情報収集を行い，それをもとに
余剰物資の再分配や個々の避難者に聞かなければ分からないような物資の要請・充填を行っ
た。
　交流事業に基づく自治体の自発的な救援活動が被災者の救援に効果的に作用することは明
らかであるが，同時に，今後に向けた課題も指摘できる。交流事業の本来の目的は互いの地
域に対する理解を深めることであり，今回の震災では，それが救援先の早期決定や派遣職員
の熱意に反映された。しかし，交流人口の増加が，常住人口の減少による地域内経済の低迷
を補うといった観点から進められる交流事業では，効率性や収益性が重視され，地域理解や
人的ネットワークの形成を図るイベントが縮小される傾向にある。災害救援のための交流事
業となってしまっては本末転倒であるが，短期的な経済収益を優先するイベントが林立する
交流事業の中で，人間関係の充実を目的とするような地道な活動をいかに継続させていくか
といった課題への対応が求められる。
　自治体が行う救援活動は即時的で統制がとれているが，長期にわたる活動は期待できな
い。そのため，長期間の支援活動は専門の民間団体や個人の活動に任される。自治体は両者
を結びつけ，長期的に連続した救援計画を構築しなければならないが，今回の震災において，
そのパイプ役を上手く果たせた自治体は少ない。主体の異なる救援活動を順次シフトさせて
いくためには，積極的な救援活動につながる「道義的心情」を役場，事業所，個人で共有し，
それぞれの活動を連続させて１つの救援活動とする考え方が必要である。交流事業は，役場，
事業所，個人が協力して行うものであり，その意味で「道義的心情」を共有するのに最も適
した活動であるといえる。今後は，上位自治体も下位自治体の救援計画に合わせた派遣要請
の仕方を考えていく必要があるが，インフォーマルな関係から勧められることの多い交流事
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業を上位自治体が常に把握しておくことは難しく，問題は残る。
　救援活動にかかる経費は自治体の財政を圧迫する。災害救助法の弾力的運用に関する議論
から，求償制度の手続きの簡略化が進められているものの，経費の一部は各自治体からの持
ち出しになる。そのため，大規模災害を想定した基金の充実が急務となっているが，その必
要性を住民が認識し，平常時における継続的負担を受け入れるためには，「助け合い」とい
う相互支援の本質を交流事業を通して学んでいく必要がある。
　交流事業が災害時の救援活動に果たす役割は，平常時に培われる相手先自治体への親近感
が緊急時に整然と進められる救援活動に人間的な暖かさを付加することにあると言える。そ
こでの問題点は，物質的，経済的な現実と人間性とのバランスから生じるものであり，一朝
一夕に解決することは難しいが，それを克服しない限り，真に積極的な救援活動を自治体に
求めることはできないだろう。
注
１）　村山総合支庁が行った調査は，災害担当者へのアンケート調査であり，行った全ての救援内容が記
されているわけではない。また，県の要請で行った緊急援助の内容も含め回答している市町もある。
２）　震度５以上の地震が発生すると，自治体では自動的に災害対策連絡本部が立ち上がる。地震の震度
６以上であれば，自治体は同本部を災害対策本部に移行できるが，上山市で観測された震度は震度
５であったため移行はしなかった。
３）　市長の一存で救援先が決定されるわけではないが，災害対策本部あるいは災害対策連絡本部の本部
長としての決断がその後の救援体制に大きな影響を与えることは明らかである。
４）　窓口支援に関しては，職員 OB にも声がかけられ，希望者がその任にあたった。
５）　上山市は2011年の３月に市長選があり，被災地への大規模支援が選挙戦略の一つとなったという指
摘があるかもしれないが，選挙は現市長の単独立候補が予測されており，３月20日には再選が事実
上確定した。市長の再選は，市民が名取市への支援を認めたことの現れと考える方が妥当である。
６）　名取市への義援金には，上山市と国際友好都市の協定を締結しているドイツ，ドナウエッシンゲン
市からの支援金も含まれる。
７）　災害救助費として認められているのは，避難所の設置，仮設住宅の建設，医療，埋葬等の費用であり，
現地での活動に関わるものは「その他」の項目として申請しなければならない。
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図２．仙山交流圏における自治体間の交流関係 
0 10 20 30 40 505 km
仙山交流圏仙台地域
仙山交流圏村山地域
他市町村人口集中地区人口集中地区
山形市
西川町
河北町
中山町
山辺町
尾花沢市
東根市
天童市
村山市
上山市
寒河江市
大石田町
大江町
朝日町
仙台市
利府町
七ヶ浜町
松島町
山元町
亘理町
岩沼市
多賀城市
名取市
塩竈市
富谷町
大郷町
大和町
大衡村
仙台市宮町，長町，泉ﾊﾟｰｸﾀｳﾝ：物産販売，祭
塩竈市：交流連携事業派生，物産販売，祭
名取市：姉妹都市，スポーツ，体験
多賀城市：交流協定，物産販売
亘理町：交流連携事業派生，物産販売，民謡
亘理町：物産販売
七ヶ浜町：交流連携事業派生，体験仙台市花壇大手町町内会：物産販売，体験
鶴子地区と仙台市福住町町内会：物産販売，祭岩沼市：友好都市，スポーツ，祭，体験大和町：祭
村山地域 仙台地域
交流関係 交流関係のある市町村
茨城県日立市：友好都市
鶴岡市
栗原市
大崎市
小国町
酒田市
米沢市
登米市
石巻市
加美町
西川町
山形市
最上町
飯豊町
白石市
真室川町
尾花沢市
丸森町
川崎町
戸沢村
庄内町
気仙沼市
上山市
大和町
新庄市
長井市
大蔵村
遊佐町
東根市
村山市
朝日町
七ケ宿町高畠町川西町
金山町
南陽市
白鷹町
蔵王町
大江町
仙台市青葉区
角田市
南三陸町
鮭川村
舟形町
天童市
色麻町
名取市
仙台市泉区
涌谷町
大郷町
村田町
亘理町
東松島市
山辺町
大衡村河北町
仙台市太白区
寒河江市
美里町
山元町
女川町
岩沼市
大石田町
松島町
柴田町
富谷町利府町
三川町
中山町
仙台市若林区
仙台市宮城野区
大河原町
多賀城市塩竃市七ケ浜町
東松島市塩竃市
141°E
141°E
140°E
140°E
39°N 39°N
38°N 38°N
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１．仙山交流圏 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．仙山交流圏における自治体間の交流関係 
0 10 20 30 40 505 km
仙山交流圏仙台地域
仙山交流圏村山地域
他市町村人口集中地区人口集中地区
図１．仙山
図２．仙山交流圏における自治体間の交流関係
山形県資料より筆者作成（図３、図４同様）
自治体間の交流事業が災害救援活動に果たす役割
― 83 ―
震災後に行われた現地への救援活動
山形市
西川町
河北町
中山町
山辺町
尾花沢市
東根市
天童市
村山市
上山市
寒河江市
大石田町
大江町
朝日町
仙台市
利府町
七ヶ浜町
松島町
山元町
亘理町
岩沼市
多賀城市
名取市
塩竈市
富谷町
大郷町
大和町
大衡村
村山地域 仙台地域
交流関係のある市町村
仙台地域以外にも救援隊を派遣
仙台地域以外にも救援隊を派遣
仙台地域以外に救援隊を派遣
仙台地域以外にも救援隊を派遣
茨城県日立市に救援隊を派遣
職員派遣，救援物資，炊き出し，瓦礫撤去
職員派遣，救援物資，炊き出し
救援物資，ボランティア派遣
救援物資，炊き出し
職員派遣，救援物資
職員派遣，救援物資，炊き出し，給水
職員・ボランティア派遣，救援物資，炊き出し
集中的救援の内容
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３．災害時における相互支援等の協定関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４．東日本大震災における村山地域市町の主な救援活動 
図３．災害時にお 互支援等の協定関係
図４．東日本大震災における村山地域市町の主な救援活動
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図５．主要交通網 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６．上山市が使用した名取市役所までの輸送ルート 
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図７．名取市の避難所を拠点とした上山市救援隊の活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８．救援活動の時間的推移 
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図８．救援活動の時間的推移 
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図９．災害救助費の求償過程 
 
 
  
図９．災害救助費の求償過程
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表１．仙台地域１４市町村の統計数値 
  
 
表２．村山地域１４市町の統計数値 
  
 
 
 
 
人口（人）*1 圏域内比率 卸売販売額*2 圏域内比率 小売販売額*2 人口１人当たり 農業産出額*3 圏域内比率（人） （％） （百万円） （％） （百万円） （百万円） 百万円 （％）仙台市 1,045,902 50.9 6,923,012 82.5 1,268,154 1.21 8,650 7.1塩竈市 56,518 2.7 89,659 1.1 45,467 0.80 60 0.0名取市 73,138 3.6 125,203 1.5 88,201 1.21 4,780 3.9多賀城市 62,913 3.1 27,959 0.3 69,815 1.11 510 0.4岩沼市 44,170 2.1 125,750 1.5 39,509 0.89 2,440 2.0亘理町 37,812 1.8 15,000 0.2 27,539 0.73 6,470 5.3山元町 16,708 0.8 6,673 0.1 7,344 0.44 3,250 2.7松島町 15,089 0.7 2,144 0.0 8,471 0.56 1,570 1.3七ヶ浜町 20,419 1.0 4,940 0.1 7,151 0.35 170 0.1利府町 34,000 1.7 18,420 0.2 36,958 1.09 570 0.5大和町 24,897 1.2 25,197 0.3 21,309 0.86 2,480 2.0大郷町 8,929 0.4 966 0.0 5,047 0.57 2,210 1.8富谷町 47,045 2.3 35,939 0.4 54,156 1.15 870 0.7大衡村 5,334 0.3 17,833 0.2 5,776 1.08 1,600 1.3仙台地域計 1,492,874 72.6 7,418,695 88.4 1,684,897 1.13 35,630 29.2交流圏合計 2,056,174 100.0 8,390,534 100.0 2,278,853 1.11 122,060 100.0*1『国勢調査報告（2010）』の人口速報値*2『商業統計表（2007）』の卸売業年間商品販売額，小売業年間商品販売額*3『生産農業所得統計（2006）』による
人口（人）*1 圏域内比率 卸売販売額*2 圏域内比率 小売販売額*2 人口１人当たり 農業産出額*3 圏域内比率（人） （％） （百万円） （％） （百万円） （百万円） 百万円 （％）山形市 254,084 12.4 786,095 9.4 321,780 1.27 12,730 10.4寒河江市 42,334 2.1 20,439 0.2 50,266 1.19 8,000 6.6上山市 33,843 1.6 7,483 0.1 23,785 0.70 6,210 5.1村山市 26,820 1.3 10,604 0.1 17,205 0.64 7,490 6.1天童市 62,225 3.0 102,162 1.2 71,269 1.15 11,900 9.7東根市 46,412 2.3 27,530 0.3 46,092 0.99 12,740 10.4尾花沢市 18,961 0.9 1,535 0.0 16,988 0.90 9,260 7.6山辺町 15,141 0.7 2,174 0.0 6,997 0.46 2,870 2.4中山町 12,016 0.6 1,881 0.0 7,125 0.59 2,330 1.9河北町 19,949 1.0 8,636 0.1 15,690 0.79 4,130 3.4西川町 6,269 0.3 1,373 0.0 3,178 0.51 620 0.5朝日町 7,856 0.4 283 0.0 4,645 0.59 3,150 2.6大江町 9,229 0.4 289 0.0 5,726 0.62 2,340 1.9大石田町 8,161 0.4 1,355 0.0 3,210 0.39 2,660 2.2村山地域計 563,300 27.4 971,839 11.6 593,956 1.05 86,430 70.8交流圏合計 2,056,174 100.0 8,390,534 100.0 2,278,853 1.11 122,060 100.0*1『国勢調査報告（2010）』の人口速報値*2『商業統計表（2007）』の卸売業年間商品販売額，小売業年間商品販売額*3『生産農業所得統計（2006）』による
表１．仙台地域１４市町村の統計数値
表２．村山地域１４市町の統計数値
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表３．震災発生から１週間の上山市の救援活動 
  
表４．名取市に対する上山市救援隊の具体的活動内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上山市への聞き取り調査に基づき筆者作成 
 
日付 14:46 東北地方太平洋沖地震発生15:30 災害対策連絡本部設置 20:05 県の要請により第一次緊急消防援助隊が岩手県（山田町）に出発市内被害状況の把握市内被害状況の詳細把握 宮城県名取市への集中支援決定市民への広報活動，自主避難者の誘導午前 市役所内の電源復旧夕刻 市内全域の電源復旧市内被害状況の掌握 13:30 名取市に給水車派遣19:00 自主避難者の避難所からの帰宅 市内避難者の避難所（体育文化センター）閉鎖県内全域にわたりガソリン・灯油不足が深刻化 第二次緊急消防援助隊出発上山市名取市救援対策本部を設置義援金・支援物資の受付開始名取市内の病院からの要請を受け，上山医師会が看護師を派遣温泉旅館組合，市観光物産協会と協力し，避難者の受け入れを開始犠牲者の火葬受け入れ開始市社会福祉協議会，ボランティア団体と協力し，名取市内で炊き出し体育文化センターに市外避難者の受け入れ開始地区会長に義援金の取りまとめを依頼避難者に共同浴場解放避難所への炊き出し開始17日 上山管工事組合と協力し，水道復旧隊を派遣上山市への聞き取り及び同市ホームページにより筆者作成
16日
15日
状況 救援活動3月11日
12日
13日
14日
表３．仙台地域１４市町村の統計数値
表４．村山地域１４市町の統計数値
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16日
15日
状況 救援活動3月11日
12日
13日
14日
自治体間の交流事業が災害救援活動に果たす役割
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Positive Role that Exchange Programs between
Local Governments play in Disaster Relief Operations
YAMADA Hirohisa
　　During the Great East Japan Earthquake, municipalities that had previously been 
cultivating close relations with other municipalities through exchange programs, which are 
completely unrelated to earthquakes, communicated with each other so that rescue parties 
from municipalities unaffected by the disaster were deployed in the affected municipalities. 
This type of autonomous behavior by municipalities is clearly linked to the prompt relief sent 
to the affected areas and may even have a large impact on future disaster prevention 
planning. The aim of this paper is to provide guidelines for conducting more effective and 
immediate relief efforts. In addition, by analyzing the activities carried out on the basis of the 
exchange programs conducted by municipalities in Yamagata Prefecture that comprise the 
Sendai-Yamagata Exchange Network, the role played by normal exchange programs in 
emergency relief efforts is clarified. 
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